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【参照条文】 

○道路交通法（昭和35年法律第105号）（抄） 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

一～十三 （略） 

十三の二 自動運行装置 道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第四十一

条第一項第二十号に規定する自動運行装置をいう。 

十四～十六 （略） 

十七 運転 道路において、車両又は路面電車（以下「車両等」という。）をその本来

の用い方に従つて用いること（自動運行装置を使用する場合を含む。）をいう。 

十八 駐車 車両等が客待ち、荷待ち、貨物の積卸し、故障その他の理由により継続的

に停止すること（貨物の積卸しのための停止で五分を超えない時間内のもの及び人の

乗降のための停止を除く。）、又は車両等が停止し、かつ、当該車両等の運転をする

者（以下「運転者」という。）がその車両等を離れて直ちに運転することができない

状態にあることをいう。 

十九～二十三 （略） 

２・３ （略） 

（整備不良車両の運転の禁止） 

第六十二条 車両等の使用者その他車両等の装置の整備について責任を有する者又は運転

者は、その装置が道路運送車両法第三章若しくはこれに基づく命令の規定（同法の規定

が適用されない自衛隊の使用する自動車については、自衛隊法（昭和二十九年法律第百

六十五号）第百十四条第二項の規定による防衛大臣の定め。以下同じ。）又は軌道法第

十四条若しくはこれに基づく命令の規定に定めるところに適合しないため交通の危険を

生じさせ、又は他人に迷惑を及ぼすおそれがある車両等（次条第一項及び第七十一条の

四の二第二項第一号において「整備不良車両」という。）を運転させ、又は運転しては

ならない。 

（車両の検査等） 

第六十三条 警察官は、整備不良車両に該当すると認められる車両（軽車両を除く。以下

この条において同じ。）が運転されているときは、当該車両を停止させ、並びに当該車

両の運転者に対し、自動車検査証その他政令で定める書類及び作動状態記録装置（道路
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運送車両法第四十一条第二項に規定する作動状態の確認に必要な情報を記録するための

装置をいう。第六十三条の二の二において同じ。）により記録された記録の提示を求

め、並びに当該車両の装置について検査をすることができる。この場合において、警察

官は、当該記録を人の視覚又は聴覚により認識することができる状態にするための措置

が必要であると認めるときは、当該車両を製作し、又は輸入した者その他の関係者に対

し、当該措置を求めることができる。 

２ 前項の場合において、警察官は、当該車両の運転者に対し、道路における危険を防止

し、その他交通の安全を図り、又は他人に及ぼす迷惑を防止するため必要な応急の措置

をとることを命じ、また、応急の措置によつては必要な整備をすることができないと認

められる車両（以下この条において「故障車両」という。）については、当該故障車両

の運転を継続してはならない旨を命ずることができる。 

３ 前項の場合において、当該故障車両の整備不良の程度及び道路又は交通の状況により

支障がないと認めるときは、警察官は、前条の規定にかかわらず、当該故障車両を整備

するため必要な限度において、区間及び通行の経路を指定し、その他道路における危険

又は他人に及ぼす迷惑を防止するため必要な条件を付して当該故障車両を運転すること

を許可することができる。この場合において、警察官は、許可証を交付しなければなら

ない。 

４～８ （略） 

（作動状態記録装置による記録等） 

第六十三条の二の二 自動車の使用者その他自動車の装置の整備について責任を有する者

又は運転者は、自動運行装置を備えている自動車で、作動状態記録装置により道路運送

車両法第四十一条第二項に規定する作動状態の確認に必要な情報を正確に記録すること

ができないものを運転させ、又は運転してはならない。 

２ 自動運行装置を備えている自動車の使用者は、作動状態記録装置により記録された記

録を、内閣府令で定めるところにより保存しなければならない。 

（運転者の遵守事項） 

第七十一条 車両等の運転者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

一～五の四 （略） 

五の五 自動車又は原動機付自転車（以下この号において「自動車等」という。）を運

転する場合においては、当該自動車等が停止しているときを除き、携帯電話用装置、

自動車電話用装置その他の無線通話装置（その全部又は一部を手で保持しなければ送



3 

 

信及び受信のいずれをも行うことができないものに限る。第百十八条第一項第三号の

二において「無線通話装置」という。）を通話（傷病者の救護又は公共の安全の維持

のため当該自動車等の走行中に緊急やむを得ずに行うものを除く。同号において同

じ。）のために使用し、又は当該自動車等に取り付けられ若しくは持ち込まれた画像

表示用装置（道路運送車両法第四十一条第一項第十六号若しくは第十七号又は第四十

四条第十一号に規定する装置であるものを除く。第百十八条第一項第三号の二におい

て同じ。）に表示された画像を注視しないこと。 

六 （略） 

（自動運行装置を備えている自動車の運転者の遵守事項等） 

第七十一条の四の二 自動運行装置を備えている自動車の運転者は、当該自動運行装置に

係る使用条件（道路運送車両法第四十一条第二項に規定する条件をいう。次項第二号に

おいて同じ。）を満たさない場合においては、当該自動運行装置を使用して当該自動車

を運転してはならない。 

２ 自動運行装置を備えている自動車の運転者が当該自動運行装置を使用して当該自動車

を運転する場合において、次の各号のいずれにも該当するときは、当該運転者について

は、第七十一条第五号の五の規定は、適用しない。 

一 当該自動車が整備不良車両に該当しないこと。 

二 当該自動運行装置に係る使用条件を満たしていること。 

三 当該運転者が、前二号のいずれかに該当しなくなつた場合において、直ちに、その

ことを認知するとともに、当該自動運行装置以外の当該自動車の装置を確実に操作す

ることができる状態にあること。 
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○道路運送車両法（昭和26年法律第185号）（抄） 

（自動車の装置） 

第四十一条 自動車は、次に掲げる装置について、国土交通省令で定める保安上又は公害

防止その他の環境保全上の技術基準に適合するものでなければ、運行の用に供してはな

らない。 

一～十九 （略） 

二十 自動運行装置 

二十一 （略） 

２ 前項第二十号の「自動運行装置」とは、プログラム（電子計算機（入出力装置を含

む。この項及び第九十九条の三第一項第一号を除き、以下同じ。）に対する指令であつ

て、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。以下同じ。）によ

り自動的に自動車を運行させるために必要な、自動車の運行時の状態及び周囲の状況を

検知するためのセンサー並びに当該センサーから送信された情報を処理するための電子

計算機及びプログラムを主たる構成要素とする装置であつて、当該装置ごとに国土交通

大臣が付する条件で使用される場合において、自動車を運行する者の操縦に係る認知、

予測、判断及び操作に係る能力の全部を代替する機能を有し、かつ、当該機能の作動状

態の確認に必要な情報を記録するための装置を備えるものをいう。 

（保安基準の原則） 

第四十六条 第四十条から第四十二条まで、第四十四条及び前条の規定による保安上又は

公害防止その他の環境保全上の技術基準（以下「保安基準」という。）は、道路運送車

両の構造及び装置が運行に十分堪え、操縦その他の使用のための作業に安全であるとと

もに、通行人その他に危害を与えないことを確保するものでなければならず、かつ、こ

れにより製作者又は使用者に対し、自動車の製作又は使用について不当な制限を課する

こととなるものであつてはならない。 

（使用者の点検及び整備の義務） 

第四十七条 自動車の使用者は、自動車の点検をし、及び必要に応じ整備をすることによ

り、当該自動車を保安基準に適合するように維持しなければならない。 

（日常点検整備） 

第四十七条の二 自動車の使用者は、自動車の走行距離、運行時の状態等から判断した適

切な時期に、国土交通省令で定める技術上の基準により、灯火装置の点灯、制動装置の

作動その他の日常的に点検すべき事項について、目視等により自動車を点検しなければ
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ならない。 

２ 次条第一項第一号及び第二号に掲げる自動車の使用者又はこれらの自動車を運行する

者は、前項の規定にかかわらず、一日一回、その運行の開始前において、同項の規定に

よる点検をしなければならない。 

３ 自動車の使用者は、前二項の規定による点検の結果、当該自動車が保安基準に適合し

なくなるおそれがある状態又は適合しない状態にあるときは、保安基準に適合しなくな

るおそれをなくするため、又は保安基準に適合させるために当該自動車について必要な

整備をしなければならない。 

（定期点検整備） 

第四十八条 自動車（小型特殊自動車を除く。以下この項、次条第一項及び第五十四条第

四項において同じ。）の使用者は、次の各号に掲げる自動車について、それぞれ当該各

号に掲げる期間ごとに、点検の時期及び自動車の種別、用途等に応じ国土交通省令で定

める技術上の基準により自動車を点検しなければならない。 

一 自動車運送事業の用に供する自動車及び車両総重量八トン以上の自家用自動車その

他の国土交通省令で定める自家用自動車 三月 

二 道路運送法第七十八条第二号に規定する自家用有償旅客運送の用に供する自家用自

動車（国土交通省令で定めるものを除く。）、同法第八十条第一項の許可を受けて業

として有償で貸し渡す自家用自動車その他の国土交通省令で定める自家用自動車（前

号に掲げる自家用自動車を除く。） 六月 

三 前二号に掲げる自動車以外の自動車 一年 

２ 前条第三項の規定は、前項の場合に準用する。この場合において、同条第三項中「前

二項」とあるのは、「前項」と読み替えるものとする。 
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○道路運送車両法施行規則（昭和26年運輸省令第74号）（抄） 

第三十一条の二の二 法第四十一条第二項の条件（以下この条において単に「条件」とい

う。）の付与を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる事項を記

載した申請書を国土交通大臣（道路運送車両法施行令（昭和二十六年政令第二百五十四

号。以下「施行令」という。）第十五条第一項第一号の規定により地方運輸局長に国土

交通大臣の権限が委任されている場合にあつては、当該地方運輸局長。以下この条にお

いて同じ。）に提出しなければならない。 

一 申請者の氏名又は名称及び住所 

二 条件の付与を受けようとする装置の名称及び型式 

三 自動運行装置が使用される場所、気象及び交通の状況その他の状況 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 前項の条件の付与の申請に係る装置が第四項の基準に適合するものであることを証

する書類 

二 自動運行装置を取り付けることができる自動車又は特定共通構造部の範囲 

３ 国土交通大臣は、前二項に規定するもののほか、申請者に対し、条件の付与に関し必

要があると認めるときは、必要な書面の提出を求めることができる。 

４ 国土交通大臣は、第一項の条件の付与の申請に係る装置が、第一項第三号に掲げる状

況で使用されるものと仮定した場合において、道路運送車両の保安基準（昭和二十六年

運輸省令第六十七号）第四十八条に定める基準に適合すると認めるときは、条件を付す

るものとする。 

５ 国土交通大臣は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第四項の規定による条件

の付与を取り消すことができる。 

一 当該条件の付与の取消しを求める申請があつたとき。 

二 不正の手段により付与を受けたとき。 
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○道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号）（抄） 

（自動運行装置） 

第四十八条 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを

有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽
けん

引自動車を除く。）に

は、自動運行装置を備えることができる。 

２ 自動運行装置を備える自動車は、プログラムによる当該自動車の自動的な運行の安全

性を確保できるものとして、機能、性能等に関し告示で定める基準に適合しなければな

らない。 

３ 法第七十五条の三第一項の規定によりその型式について指定を受ける自動運行装置

は、当該装置を備える自動車を前項の基準に適合させるものでなければならない。 
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○道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14年国土交通省告示第 619号）（抄） 

（自動運行装置） 

第 72 条の２ 自動運行装置を備える自動車の機能、性能等に関し、保安基準第 48 条第２

項の告示で定める基準は、次に掲げる基準とする。 

一 自動運行装置の作動中、他の交通の安全を妨げるおそれがないものであり、かつ、乗

車人員の安全を確保できるものであること。 

二 運転者の意図した操作によってのみ自動運行装置が作動するものであり、かつ、運転

者の意図した操作によって当該装置の作動を停止することができるものであること。 

三 自動運行装置の作動中、施行規則第 31条の２の２第４項の規定により付された条件

（第５条又は第 83 条の規定を適用する場合にあっては、施行規則第 31 条の２の２第

１項第３号の状況）（以下「走行環境条件」という。）を満たさなくなる場合において、

事前に十分な時間的余裕をもって、運転者に対し運転操作を促す警報を発するもので

あること。この場合において、当該警報は、運転者による運転操作が行われた場合又は

第５号の制御が開始した場合にのみ終了することができるものとし、警報を発した後

に走行環境条件を満たさなくなったときは、自動運行装置は、作動していないものとみ

なす。 

四 自動運行装置の作動中、自動運行装置が正常に作動しないおそれがある状態となっ

た場合において、直ちに、前号の警報を発するものであること。この場合において、当

該警報は、運転者による運転操作が行われた場合又は次号の制御が開始した場合にの

み終了することができるものとし、自動運行装置は、作動していないものとみなす。 

五 走行環境条件を満たさなくなった場合又は自動運行装置が正常に作動しないおそれ

がある状態となった場合において、運転者が第３号又は前号の警報に従って運転操作

を行わないときは、リスクの最小化を図るための制御（以下「リスク最小化制御」とい

う。）が作動し、当該制御により車両が安全に停止するものであること。 

六 第３号の場合において、急激な天候の悪化その他の予測することができないやむを

得ない事由により、事前に十分な時間的余裕をもって警報を発することが困難なとき

は、同号及び前号の規定にかかわらず、当該事由の発生後直ちに、第３号の警報を発す

るとともに、走行環境条件を満たさなくなった場合には直ちに、リスク最小化制御が作

動し、当該制御により車両が安全に停止するものであればよい。この場合において、当

該警報は、運転者による運転操作が行われた場合又は当該制御が作動した場合にのみ

終了することができる。 

七 自動運行装置若しくはリスク最小化制御の作動中又は第３号若しくは第４号の警報

が発せられている間、他の交通又は障害物との衝突のおそれがある場合には、衝突を防

止 する又は衝突時の被害を最大限軽減するための制御が作動するものであること。 

八 走行環境条件を満たさなくなった後、再び当該条件を満たした場合は、運転者の意図

した操作によりあらかじめ承諾を得ている場合に限り、第２号、第５号及び第６号の規
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定にかかわらず、自動運行装置は自動的に作動を再開することができる。 

九 次に掲げる場合において、自動運行装置が作動しないものであること。 

イ 走行環境条件を満たしていない場合 

ロ 自動運行装置が正常に作動しないおそれがある場合 

十 自動運行装置の作動状態（自動運行装置が作動可能な状態にあるかどうかを含む。）

を運転者に表示するものであること。また、当該表示は運転者が容易に確認でき、かつ、

当該状態を容易に判別できるものであること。 

十一 自動運行装置の作動中、運転者が第３号の警報に従って運転操作を行うことがで

きる状態にあるかどうかを常に監視し、運転者が当該状態にない場合には、その旨を運

転者に警報するものであること。また、運転者が当該警報に従って当該状態にならない

場合には、リスク最小化制御が作動するものであること。 

十二 自動運行装置が正常に作動しないおそれがある状態となっている場合、その旨を

運転者に視覚的に警報するものであること。 

十三 自動運行装置の機能について冗長性をもって設計されていること。 

十四 高速道路等における運行時に車両を車線内に保持する機能を有する自動運行装置

を備える自動車（専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪

自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽(けん)引自動車を除く。）であ

って乗車定員 10人未満のもの及び貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、カタ

ピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽(けん)引自動車を除く。）であって車両総重

量が 3.5ｔ以下のもののうち、自動運行装置作動中の最高速度が 60km／ｈ以下である

ものに限る。）にあっては、協定規則第 157号の技術的な要件（同規則の規則 5.、6.及

び 7.に限る。）に定める基準に適合するものであること。この場合において、協定規則

第 157号の技術的な要件（同規則の規則 5.、6.及び 7.に限る。）に適合する自動車であ

って、第６号の規定の適用を受けるものは、同号の規定にかかわらず、第３号の警報を

発した 10秒後以降にリスク最小化制御が作動する自動車は第６号の基準に適合するも

のとし、協定規則第 157号の技術的な要件（同規則の規則 5.5.1.に限る。）にかかわら

ず、リスク最小化制御中に、安全を確保しつつ当該装置が車線変更操作（路肩に対する

ものを含む。）を実行することができるものとする。 

十五 自動運行装置に備える作動状態記録装置（自動運行装置の機能の作動状態の確認

に必要な情報を記録するための装置をいう。以下同じ。）は、次のイ又はロに掲げる自

動車の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める基準に適合するものであること。 

イ 前号の基準に適合する自動運行装置を備える自動車 協定規則第 157 号の技術的

な要件（同規則の規則 8.（規則 8.4.1.を除く。）に限る。）に定める基準及び別添 123

「作動状態記録装置の技術基準」3.3.の基準。この場合において、同別添 3.3.1.中

「3.1.」とあり、及び同別添 3.3.1.2.中「3.1.1.1.から 3.1.1.6.まで」とあるのは、

「協定規則第 157 号の技術的な要件（同規則の規則 8.3.に限る。）」と読み替えるも
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のとする。 

ロ 自動運行装置を備える自動車（イに掲げる自動車を除く。） 別添 123「作動状態

記録装置の技術基準」に定める基準 

 


